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令和 6（2024）年 10 月 1 日現在 

近畿厚生局健康福祉部企業年金課 

 

近畿厚生局管内の確定給付企業年金の状況 

この統計は、近畿厚生局管内で登録されている確定給付企業年金制度について、作成基準日（令

和 6（2024）年 10 月 1 日）までに提出された令和 6（2024）年 3 月末までを決算日とする決算報告

書及び事業報告書（以下「決算報告書等」という。2,273 件）に基づいて、作成したものである。 

 

１．府県別、種類別の確定給付企業年金の状況 

  図表１、２の制度数は、作成基準日において現存する有効な制度数を計上しており、加入者人

数、資産額、平均予定利率については、決算報告書等に基づき作成している。 

 

（１）概況 

   制度数は 2,287 件（基金型 121 件、規約型 2,166 件）、前回（令和 5 年 10 月 1 日現在）に 

比べ 35 件減となり、加入者数 1,428 千人（7 千人増）、資産額 106,856 億円（6,738 億円増）、

平均予定利率 1.992％（0.03％低下）であった。 

 

 図表１ 府県別、種類別の制度数などの状況 

 

  

閉鎖型 開放型

合計 2,287 121 2,166 1,376 688 23 79 42 37

福井県 73 2 71 26 36 1 8 0 8

滋賀県 88 3 85 49 30 1 5 0 5

京都府 205 14 191 115 66 1 9 6 3

大阪府 1,392 77 1,315 884 379 16 36 23 13

兵庫県 419 20 399 241 140 3 15 10 5

奈良県 45 2 43 28 10 1 4 1 3

和歌山県 65 3 62 33 27 0 2 2 0

信託等 908 104 804 762 24 18 ― ― ―

生保等 1,379 17 1,362 614 664 5 79 42 37

1,427,728 620,365 807,363 709,172 60,457 ― ― ― ―

106,856 49,462 57,293 54,571 1,278 1,428 45 21 23

1.99% 2.15% 1.98% 1.98% 1.98% 2.14% ― ― ―

注 １）受託別は総幹事会社の区分別であり、信託等は信託銀行と指定法人の合計、生保等は、生命保険会社と全共連の合計である。

２）閉鎖型は、加入者のいない制度である。

制

度

数

受
託
別

資産額（億円）

加入者数（人）

　平均予定利率

合計 基金型 規約型計
一般 簡易基準 閉鎖型 受託保証



2 

 

（２）予定利率の分布 

   予定利率は 2.0％と 2.5％で大半を占め、4.0％以上が 0.5％（11 件）であり、0.5％以下が

1.7％（38 件）であった。 

 

 図表２ 予定利率の分布（予定利率別の制度数／制度数合計の割合） 

 

 

（％） 
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２．令和 5(2023)年度の決算状況（令和 5(2023)年 4 月末～令和 6(2024)年 3 月末決算分） 

（１）概況 

   制度数は 2,273 件（基金型 121 件、規約型 2,152 件）、平均加入者数は 638 人、平均資産額

は 4,690 百万円、単純平均利回り（運用実績）は 4.49％であった。 

 

 図表３－１ 令和 5(2023)年 4月末から令和 6(2024)年 3 月末決算の概況 

 

 

図表３－２ 過去 4年の決算状況の推移 

 

  

閉鎖型 開放型

2,273 121 2,152 1,367 687 23 75 38 37

638 5,127 374 517 88 ― ― ― ―

4,690 40,877 2,656 3,980 186 6,208 59 56 63

1.99% 2.15% 1.98% 1.98% 1.98% 2.14%

4.49% 8.70% 4.24% 5.43% 1.88% 4.40%

7.14% 7.85% 6.52% 6.74% 2.48% 1.75%

1.366 1.385 1.365 1.259 1.175 13.383  責任準備金に対する積立水準

1.911 1.361 1.943 1.610 2.236 12.918  最低積立基準額に対する積立水準

注 １）加重平均利回りは、資産額による加重平均である。

２）責任準備金は、数理債務から特別掛金収入現価を控除した額（旧基準の責任準備金）である。
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2,379 2,334 2,299 2,273

639 634 629 638

加入者数（千人） 1,521 1,479 1,446 1,450

4,391 4,446 4,349 4,690

資産額（億円）注３） 104,470 103,770 99,990 106,600

2.07% 2.04% 2.02% 1.99%

2.64% 4.46% -1.03% 4.49%

7.39% 4.12% -1.15% 7.14%

1.265 2.099 1.263 1.366

1.834 2.638 1.794 1.911

注 １）加重平均利回りは、資産額による加重平均である。

２）責任準備金は、数理債務から特別掛金収入現価を控除した額（旧基準の責任準備金）である。

３）資産額は、十億円での四捨五入で端数を整理している。
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（２）決算月別の状況 

   決算の月別では、9 月末決算（15.3％）と 3 月末決算（23.1％）が多くなっている。 

  図表４－１ 決算月別の制度数（合計 2,273 件） 

 

  図表４－２ 決算月別の運用実績利回り 

 

  図表４－３ 過去２年の決算月別の運用実績利回り 
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（３）積立水準の状況（受託保証を除く） 

   図表５、６は、純資産額の責任準備金(数理債務から特別掛金収入現価を控除した額)及び 

最低積立基準額に対する積立水準の分布をまとめたものである。 

 

  図表５ 責任準備金に対する積立水準の分布（積立水準別の制度数／制度数合計の割合） 

   責任準備金に対する積立水準が 1.0 以上の制度は 82.1％（1,805 件）であり、1.0 未満の  

制度は 17.9％（393 件）であった。 

 

  図表６ 最低積立基準額に対する積立水準の分布（積立水準別の制度数／制度数合計の割合） 

   最低積立基準額に対する積立水準が 1.0 以上の制度は 95.2％（2,093 件）であり、1.0 未満

の制度は 4.8％（105 件）であった。 
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（４）資産運用の状況（受託保証を除く） 

      

  図表７ 運用実績の分布（運用実績別の制度数／制度数合計の割合） 

   運用実績については、制度ごとに決算日が異なることから単に比較することはできないが、

運用実績が 0.0％以上となった制度は全体の 97.0％（2,132 件）であり、一方、0.0％未満とな

った制度は全体の 3.0％（66 件）であった。 

 

  図表８ 実績の運用利回りと予定利率の差の分布（運用実績－予定利率＝差） 

   運用実績が予定利率を下回った制度は全体の 44.5％（978 件）であり、上回った制度は全体

の 55.5％（1,220 件）であった。 

 

 

（％） 

（％） 
55.5%（1,220 件） 

3.0%（66 件） 

44.5%（978 件） 

97.0%（2,132 件） 
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（５）資産構成等の状況（一般勘定のみで運用している制度を除く） 

   図表９の運用実績の資産構成割合は、決算報告書等の事業年度末日における資産の時価総額

に基づく、資産構成割合をまとめたものである。 

 

図表９ 運用実績の資産構成割合（平均値） 

 

  図表 10 政策的資産構成割合に基づく長期的な期待収益率と予定利率の差の分布 

（期待収益率－予定利率＝差） 

   政策的資産構成割合に基づく長期的な期待収益率が予定利率を下回る（0.0％未満）制度は

20.6％（299 件）であり、一方、予定利率を 2.0％以上上回る制度は 8.8％（128 件）であった。 
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